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1. はじめに 
 
1.1. 研究背景・目的 
現在我が国の活火山の数は 111 と定義されており，世界でも有数の火山大国であると言える。火山噴
火予知連絡会によって，今後 100 年程度の中長期的な噴火の可能性及び社会的影響を踏まえ，「火山防
災のために監視・観測体制の充実等の必要がある火山」として 111のうち 50の火山が選定されており，
現在の状況や噴火の前兆を把握するために地震計，傾斜計，GNSS 観測装置等が整備されている。 
しかしながら，これらの観測施設はそれが設置されている点の変動を把握するものであり，必ずしも
火山全体の変動が把握できるものではない。そのため，近年注目されているのが衛星 SAR（Synthetic 
Aperture Radar；合成開口レーダ）である。この技術は SAR 衛星から高分解能のマイクロ波を照射し地
表や対象物からのレーダ反射波の強度や，位相情報を得ることができるものである。また，地上に受信
点を必要とせず，一度に広範囲の観測が可能である。そして，SAR 衛星は地球を周回しているため，天
候や時間帯に制限されず定期的に同じ場所を観測することができ，定常的に地表の変動をモニタリング
することが可能である。 
 この SAR 衛星で異なる時間に取得された 2 つの観測データを用いてその位相差から地表変動を推定
する技術が干渉 SARである。この技術は，1992年に起きたランダース地震の解析（Massonnet et al., 1993）
に用いられたことから注目されるようになり，現在では東日本大震災といった大地震の地表変動の解析
はもちろんのこと，解析技術の向上により，局所的な火山の地表変動までも推定することが可能となっ
ている。 
本研究では，2 つの火山領域をケーススタディとして解析を行った。1 つ目のケースは比較的変動が
大きく，地表変動についての報告が多数存在し，更に解析期間で地震活動により変動傾向の変化が予測
できる九重山である。2つ目のケースは変動が小さく，海に囲まれた極小範囲での解析になる八丈島（西
山）である。九重山については，特に連山に含まれる硫黄山と周辺地域の八丁原地域に着目し，大規模
な地表変動が発生してと考えられる 2016 年熊本地震前後のデータを用いて解析を行った。八丈島（西
山）では，変動は報告されていないため大規模な変動は期待できない。しかし，火山噴火予知連絡会に
よって選定された 50 の火山に含まれるため，微小な変動が起きている可能性が考えられる。西山の解
析には 2016年から 2018年のデータを用いて解析を行う。本研究では，干渉 SAR 解析（Murakami et al，
1996）とその応用技術である時系列解析の 1つである SBAS法（Berardino et al， 2002）を解析手法とし
て用いた。 
 これらの解析結果から，地表変動と地表変動の解析的なモデルを用いた圧力源とを推定し，干渉 SAR
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解析と SBAS 法の火山活動の解析手法としての有効性について確認することを本研究の目的とした。 
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2. 解析手法 
 
2.1. 干渉 SAR について 
 SAR（Synthetic Aperture Radar；合成開口レーダ）とは，人工衛星から照射されたマイクロ波の地上か
らの後方散乱波を用いて数 m から数 10m の大きさの画素毎に後方散乱強度と位相を測定するリモート
センシング技術である（村上亮，2003）。この技術は，合成開口技術とパルス圧縮技術を用いることによ
って行われる。また地上に受信点を必要とせず，一度に数 100km×数 100kmと広範囲の観測が可能であ
る。そして，SAR 衛星は地球を周回しているため，定期的に同じ場所を観測することができるため，定
常的に地表の変動をモニタリングすることが可能である。また，マイクロ波を利用することで天候状態
や時間帯に影響されず，観測が可能である。 
 SAR データはマイクロ波の地上からの後方散乱を用いる。そのため，地殻変動前後の SAR データで
は位相が異なる。この位相の差を用いて地表変動を推定する技術が干渉 SARである（Fig.1-1）。干渉 SAR
は，この 2 回の SAR データの位相差から約 1cm 程度の精度で地殻変動を明らかにすることができる技
術である（村上亮，2003）。 
 
（Fig.2-1，干渉 SARの原理：http://www.gsi.go.jp/uchusokuchi/sar_mechanism.html より引用） 
 
2.2. 干渉 SAR 解析について 
干渉 SAR は，2回の SAR データの位相差から地殻変動を推定する技術である。SAR データの 1ピク
セル内の観測値∁は複素数で表され，位相をφ（-πからπまでの位相），大気や地形などの様々なノイズ
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によって生じる位相を𝜑𝑠𝑐𝑎𝑡，振幅を A，衛星のバンド長 i，波長をλ，衛星から地表までの位相距離を
R，W[ ]はWrapping operatorとすると 
  ∁ = 𝐴𝑒𝑥𝑝(𝑖𝜑) (2.1) 
 
𝜑 = 𝑊 [−
4𝜋
𝜆
𝑅 +  𝜑𝑠𝑐𝑎𝑡] 
 
(2.2) 
で表される。そのため，Master データと Slave データの位相差𝜑𝑀 −  𝜑𝑆は，Masterの観測値𝐶𝑀に Slave
の観測値𝐶𝑆の共役複素数をかける干渉処理によって求めることができ 
 I =  𝐶𝑀𝐶𝑆
∗ =  𝐴𝑀𝐴𝑆𝑒
𝑖(𝜑𝑀−𝜑𝑆) (2.3) 
 
𝜑𝑀 −  𝜑𝑆  = W [−
4𝜋
𝜆
(𝑅𝑀 − 𝑅𝑆) + 𝜑𝑀−𝑠𝑐𝑎𝑡 −  𝜑𝑆−𝑠𝑐𝑎𝑡] 
 
(2.4) 
で表される。更に𝜑𝑀−𝑠𝑐𝑎𝑡 =  𝜑𝑆−𝑠𝑐𝑎𝑡 の時， 
 
𝜑𝑀 −  𝜑𝑆  = W [−
4𝜋
𝜆
(𝑅𝑀 − 𝑅𝑆)] 
 
(2.5) 
で表される。よって Master と Slave の衛星から地表までの距離差∆Rは−π～πまでの位相差∆φと波
長λで表すと 
 
∆𝑅 ＝ 𝑅𝑀 −  𝑅𝑆 =  −
𝜆
4𝜋
(𝜑𝑀 − 𝜑𝑆) =  −
𝜆
4𝜋
∙ ∆𝜑  
 
(2.6) 
となり，簡単に表すことができる。初期干渉画像は，共役複素数をかける干渉処理を各ピクセルで
行うことによって得る。しかし，様々な要因から𝜑𝑀−𝑠𝑐𝑎𝑡 =  𝜑𝑆−𝑠𝑐𝑎𝑡となることはない。これらの要因
は，（a）2 回の観測時の衛星軌道が完全に同一ではないことから生じるもの（𝜑𝑜𝑟𝑏）や地形に起因する
もの（𝜑𝑡𝑜𝑝𝑜），（b）電離層や対流圏といった大気などの影響による電波遅延によるもの（𝜑𝑎𝑡𝑚），その他
のノイズ（𝜑𝑛𝑜𝑖𝑠𝑒）に大きく分けることができる。 
以上の要因から，初期位相差∆𝜑は，𝜑𝑑𝑖𝑠𝑝を地表変動とすると 
 ∆𝜑 = 𝜑𝑑𝑖𝑠𝑝 + 𝜑𝑡𝑜𝑝𝑜 +  𝜑𝑜𝑟𝑏 + 𝜑𝑎𝑡𝑚  + 𝜑𝑛𝑜𝑖𝑠𝑒 (2.7) 
で表される。この初期位相差から地表変動のみを推定する技術が干渉 SAR解析である。 
 
2.3. 解析フロー 
 干渉 SAR 解析のフローを Fig.2-2 に示す。本研究の解析には，防災科学技術研究所の小澤拓氏が開発
した RINC（Rader Interferometry Calculation tool）（Ozawa et al, 2016）を用いた。また，用いる DEMのデ
ータとして国土地理院が提供している 10m メッシュのデータを用いた。そのため，干渉 SAR 解析時の
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解像度（Azimuth，Rangeのルック数）は，全て（4，4）とした。そして用いた，GNSSデータは国土地
理院が提供している電子基準点の解析解 F3を用いた。 
 
Fig.2-2，干渉 SAR解析フロー 
 
A) SLC データ 
生データを用い，SLC（Single Look Complex）を作成する。位相はノイズ状に分布している。 
 
B) 画像マッチング 
画像マッチング処理とは，2 つの SLC 画像を干渉させる直前に行う処理で，2 つの画像のピクセルを
正確に位置合わせするために行われる（飛田ほか，1999）。本解析では，衛星軌道情報，面積相関法，ア
ファイン変換，FFT オーバーサンプリング法を適用し推定する。 
 
C) 初期画像作成 
ピクセルごとに（2.3）式の計算を行うことで，初期干渉画像を作成する（Fig.2-3）。Fig.2-3 で表され
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る平行の干渉縞は軌道によるものであり，地形の高低差が激しい場所において表される干渉縞は地形に
よるものである。 
 
Fig.2-3，初期画像 
 
D) 軌道・地形による誤差の除去 
衛星軌道・地形の影響による縞模様は，Master データと Slave データ同士の軌道が一致しないために
生じる。 
 軌道による縞模様（∆𝜑𝑜𝑟𝑏）は，標高を 0mとした仮想的な地表面と衛星との距離の変化によって生じ
る。これは，以下の式（2.8）で表すことができる。λは波長，∆R は Master データと Slave データの電
波伝搬経路長差，B は基線長，θはオフナディア角，αは基線傾斜角を表している（Fig.2-4）。 
 
∆𝜑𝑜𝑟𝑏 =  −
4𝜋
𝜆
∆𝑅 =  −
4𝜋
𝜆
𝐵𝑠𝑖𝑛(𝜃 − 𝛼) 
 
(2.8) 
地形による縞模様は，地表の各点の標高に対応するように等高線状に生じる。これは，以下の式(2.9)
で表すことができ，垂直基線長 𝐵⊥ が既知であれば，デジタル標高データ(DEM)によって取り除くこと
ができる。λは波長，B は基線長，B⊥は垂直基線長，R は電波伝搬経路長，𝜃0はオフナディア角，𝜃𝑖は
𝑆2からの入射角，Hは地形高度を表している（Fig.2-5）。 
 
∆𝜑𝑡𝑜𝑝𝑜 =  −
4𝜋
𝜆
𝐵𝑐𝑜𝑠(𝜃0 − 𝛼)𝛿𝜃 =  −
4𝜋
𝜆
𝐵⊥ ∙
𝐻
𝑅1𝑠𝑖𝑛𝜃𝑖
 
 
(2.9) 
これらの影響は，基線長と SAR 衛星と地表，地球の幾何学的関係を用いて，比較的精度よく除去でき
る。しかしながら，垂直基線長𝐵⊥ があまりにも大きすぎると DEMを用いた地形による縞模様を取り除
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く精度が低くなる。これは，DEM による地形シミュレーションは垂直基線長𝐵⊥が𝑅1より十分小さいと
仮定しているからである。よって，垂直基線長𝐵⊥ は短い方が良く，𝐵⊥ = 0 ~ 500m の範囲であれば，
DEM の誤差の 1/900以下である（飛田幹男，2003）。 
 
Fig.2-4，衛星軌道による影響   Fig.2-5，地形による影響 
（Web測地学テキストより：http://geod.jpn.org/web-text/part3_2005/yarai/yarai-3.html ） 
 
E) フィルタリング 
初期干渉画像は，垂直基線長𝐵⊥の影響はもちろんのこと植生の地表被覆やこれら地表被覆の変化によ
る干渉性の低下などにより，多くのノイズを含む。そのため，画像の周波数領域でノイズ除去を行う
Adaptive フィルターを用いた（Goldstein and Werner, 1998）。本研究では，窓サイズ 32，フィルター強度
0.8 で解析を行った。 
 
F) 大気による誤差の除去 
干渉 SAR の誤差要因の 1つに大気（水蒸気）による伝播遅延がある。この誤差要因は特に日本のよう
な，海に囲まれた高温多湿の地域では影響が大きい。例えば，伊豆半島地域での干渉 SAR解析では，最
大 16cmほどの影響が確認されている（Fujiwara et al., 1998）。本研究では，この大気による誤差を軽減す
るために以下の手法を用いている。 
 
(i)大気―標高補正 
干渉 SAR 解析では，時期の異なるペアの地表変動と伝播遅延の差を推定する。仮に水蒸気が空間的
に均一に分布していることを考える。水蒸気量は時期によって変化するためその差をとると，地形分だ
けの水蒸気量の差が現れる（藤原ほか，1999）。実際に干渉 SAR 解析結果を確認すると，この影響を確
認することができる（Fig.2-6）。そのため大気―標高補正では，水蒸気が均一に分布していると仮定して
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補正を行う。補正の手順は，初めに最小二乗法を用いて，標高と相関のある残差位相を標高の 1次関数
として求め，地表変動図から差し引く（藤原ほか，1999）。これにより，標高に相関する誤差は除去する
ことができるが，画像全体に空間スケールの大きな誤差が含まれる。この誤差は基線長の推定の際に引
き起こされるものである。そのため，画像全体の残差位相を 2次関数で近似して差し引くことで基線長
の再調整を行い補正する（藤原ほか，1999）。 
 
Fig.2-6，干渉 SAR解析での地形の影響（a：地形の影響がある場合，b：地形の影響がない場合） 
 
(ii)数値気象モデルを用いた補正 
 地形は，長期の地殻変動の蓄積の結果として存在するものもあるため，実際に地形と地表変動が相関
する可能性もある（藤原ほか，1999）。したがって，大気―標高補正では真の地表変動値を除去してしま
う可能性がある。そのため数値気象データを用いた手法では，標高との相関を利用せず以下の式から大
気遅延量を推定する。 
 
∆𝜌𝑎𝑡𝑚 =  ∫(𝑛 − 1)𝑑𝑠 + [𝑆 − 𝐺] 
 
（2.10） 
ここで，nは大気屈折率，dsは径路に沿った長さ要素，S と Gは衛星と地表間の伝播径路長と直線距離
である。 
数値気象モデルを用いた補正では，標高の情報は平坦化された DEM の情報を用いるため，大気―標
高補正には劣る可能性がある。しかしこの手法は，大気―標高補正に関する係数を推定することが困難
な領域において有用な手法である（小澤・清水，2010）。 
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 本研究では，九重山と八丈島の西山について解析を行う。九重山の解析では，解析範囲の火山領域が
広く，解析範囲に GNSSが 2点存在するため，GNSS の変動と干渉 SAR 画像を確認することで，大気―
標高補正の係数を推定することは可能であると判断した。そのため大気の誤差の除去では，大気―標高
補正を用いた。八丈島の西山の解析では，西山が富士山型であり，地表変動が標高と相関のある可能性
が高い。また，GNSS が 1 点しか存在しない。そのため大気の誤差の除去では，数値気象モデル用いた
手法を用いる。 
 
G) 位相アンラッピング 
干渉 SAR 解析で得られる位相差は-πからπの値であり，そのままでは位相差の絶対値を得ることは
できない（藤原・飛田，1999）。位相アンラッピング処理では，-πからπの範囲に制限されている（wrap）
のを元に戻す（unwrap）ことで，位相の絶対値にする（Glodstein et al.,1988）。本研究では，アンラッピ
ング処理ソフトとして SNAPHU ソフトウェア（Chen and Zebker, 2002）を用いた。このソフトウェアで
は任意のピクセルの変動を 0と仮定し，アンラッピング処理を行う。そのため，本研究の干渉 SAR解析
結果の変動量は相対的な変動量である。 
 
H) ジオコード 
干渉 SAR 解析では SAR衛星によって得られたデータを用いているためレーダ座標系で解析を行って
いる。そのため，地球地表面の座標系に変換する必要がある。本研究のジオコードには，DEMの情報を
用いて行った。最終的な干渉 SAR 画像を Fig.2-7 に示す。 
 
Fig.2-7，最終的な干渉 SAR画像 
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2.4. GNSSを用いた補正 
本研究の干渉 SAR 解析結果は，相対的な変動で表される。そのため，干渉 SAR 解析結果と GNSS の
地表変動の差を用い，相対的な変動量から絶対的な変動量にする。GNSS データを用いた補正は，解析
範囲に GNSS が複数存在することが必要である。そのため，本研究では，九重山の解析のみ GNSSデー
タを用いた補正を行った。九重山の解析では，解析範囲内に GNSSが 2点しか存在せず，通常の補正で
求められる平面関数（福島・Hooper，2011）の定数項のみを最小二乗的に推定し補正した（式（2.11））。 
 α = dGNSS − dSAR （2.11） 
ここで，dGNSS とdSARは GNSS の変動と干渉 SAR の変動である。 
本研究では，GNSS は 2点と非常に少ないが，解析エリアは狭い（25km×15km）ので誤差が載ってい
ても offset的である，解析範囲の標高範囲は約 0.3 - 1.8kmなので，地域性も考慮して，一定の議論はで
きると考える。 
 
2.5. 時系列解析（SBAS法）について 
干渉 SAR は 2つの SARデータの位相差から地表変動を推定する技術である。複数の干渉ペアから，
最初の SARデータの取得日から任意の SAR データまでの変動を統計的に推定し，時系列的な地表変動
を得る技術が時系列解析である。時系列解析には，SBAS 法（Small Baseline Subset method；Berardino et 
al, 2002）と PS法がある。一般的に干渉 SAR 解析では，干渉ペアの期間と垂直基線長（衛星位置のずれ
の視線方向に垂直な成分）が短いほど干渉度がよい（飛田幹男，2003）。SBAS法では，使用する SARデ
ータの観測期間と基線長にある閾値を設け，閾値以内のデータペアの解析を行う。その後，対流圏遅延
の補正や数値標高モデルの誤差に伴う位相の補正を行う。2 回の観測データの位相差には，大気の伝播
遅延や標高の影響が含まれる。干渉 SAR 解析ではこれらの影響を取り除く処理を行っているが，全て
の影響を取り除くことは難しいからである。また，標高の影響については，数値標高モデルを用いて影
響を推定し，差し引くことによって取り除くが，SAR データと空間分解能が異なり，少ないが一定の誤
差を持っていることが知られている。一方，SBAS法では，複数のペアから得られた干渉 SAR 解析結果
を用いて，大気の影響や数値標高誤差モデルの影響を近似的に取り除くことができる。これにより，干
渉 SAR 解析では取り除くことのできなかった大気の影響などの誤差要因を取り除くことができ，干渉
SAR に比べ高精度で地殻変動の把握が可能であると言われている。なお SBAS法には，GIAnT（Generic 
InSAR Analysis Toolbox）（Agram et al., 2013）を用いた。 
 
2.6. 結果の妥当性について 
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干渉 SAR 解析やその結果を用いた SBAS法による解析結果の妥当性は，GNSS 点を複数用いた GNSS
点との比較による検証と同期間での別軌道（Ascending と Descending）結果を用いた比較による検証が
ある。 
 
A) GNSSを用いた検証 
干渉 SAR 解析やその結果を用いた SBAS法による解析結果の妥当性は，GNSS との比較による検証方
法がよく利用される。これは GNSS の精度が，鉛直方向および水平方向に数 mm と干渉 SAR に比べ非
常に良いからである。 
干渉 SAR 解析やその結果を用いた SBAS 法による解析結果からは，解析範囲全体で起こる広範囲の
変動は，衛星軌道の影響として除去される。これに対し，GNSS の変動結果には広範囲のプレート移動
による変動が含まれる。そのため，GNSS との比較には GNSS 点を複数用い，ある GNSS点間の変動差
を GNSSと解析結果とで比較する必要がある。以上のことから本研究では，解析範囲に 2点の GNSS 点
を含む九重山の解析にのみ GNSS点との比較を行った。 
本研究では，GNSS として電子基準点である熊本小国基準点と大分九重基準点の相対的な変動値とそ
れに対応する干渉 SAR 解析および SBAS法による変動値を比較する。干渉 SAR の測定精度は変動の空
間波長と大きさに依存し，kmオーダー以上の空間波長を持つ変動については，2～3cmの振幅を持つ変
動が検出限界であるとされている（福島・Hooper，2011)。そこで本研究では GNSS との差が 2cm 以内
であれば，結果には妥当性があると判断した。 
 また，干渉 SAR 解析やその結果を用いた SBAS 法による解析結果から求められる変動値は，衛星視
線方向の変動（Line-of-sight displacement以下 LOS displacement）である。したがって，GNSS と干渉 SAR
結果を比較する際には，GNSSの変動を衛星方向に変換する必要がある。 
 衛星方向の単位ベクトルは，入射角θと Heading of North α が既知であれば（Fig.2-8），以下の(2.12)式
で表される。 
 (𝐸𝑊 , 𝑁𝑆 , 𝑈𝐷) =  (− sin 𝜃 ∗ cos 𝛼 , sin 𝜃 ∗ sin 𝛼 , cos 𝜃) (2.12) 
よって，GNSSの東西，南北，上下変動がそれぞれ x,y,z であるとすると内積より 
 衛星方向の変動 =  −sin 𝜃 ∗ cos 𝛼 ∗ 𝑥 + sin 𝜃 ∗ sin 𝛼 ∗ 𝑦 + cos 𝜃 ∗ 𝑧 (2.13)  
と表すことができる。この（2.13）式より，衛星方向の変動は上下方向の変動が主に影響していること
がわかる。 
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Fig.2-8，入射角𝛉と Heading of North 𝛂 について 
 
B) 別軌道（Ascending と Descending）の結果を用いた検証 
干渉 SAR 解析に用いられるデータには，データ取得時の SAR衛星軌道の違いから同期間でも 2種類
のデータが存在する。SAR 衛星の進行方向が北方向の際に取得された場合は Ascendingデータ，進行方
向が南方向の場合は，Descending データと呼ばれる。SAR 衛星から得られるデータは全て SAR 衛星か
ら地表面に照射されたデータである。そのため，干渉 SAR 解析やその結果を用いた SBAS 法の変動値
は，鉛直方向だけでなく水平方向の変動値も含まれる。 
干渉 SAR 解析やその結果を用いた SBAS 法の変動値から鉛直方向の変動を確認する場合，同期間で
の別軌道の SAR衛星データをそれぞれ解析し，比較する。その結果，両軌道結果において同様の鉛直変
動が推定されていれば，解析期間で地表は鉛直方向に変動しているといえる。八丈島の西山の解析範囲
には，GNSSが１点しか存在しない。そのため，八丈島の西山について同期間での別軌道の SAR衛星デ
ータを用いて解析を行い，比較することで西山の上下方向の変動のみ妥当性を検証することとした。 
 
2.7. 利用衛星について 
本研究では衛星として，ALOS-2（Advanced Land Observing Satellite : 陸域観測技術衛星 2号通称
「だいち 2 号」）を利用する。ALOS-2 は，JAXA（国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構）が開
発した地球観測衛星であり，2014 年 5 月 24 日に打ち上げられ，2011 年 5 月 12 日に運用を停止し
た ALOS(だいち)の後継衛星である。 
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 ALOS-2 に搭載されている PALSAR-2（フェーズドアレイ方式 L バンド合成開口レーダ）のデー
タを利用する。PALSAR-2 は，前号機の「だいち」に比べ 3 倍以上分解能が高く，波長約 23.84cm
の Lバンドの電波が使われている。 
 Lバンドとは，15.0cm～60.0cmの波長を用いた電波である。合成開口レーダでは，Cバンド(波長
3.8～7.5cm)，X バンド（波長 2.5～3.8cm）が用いられているものもある。L バンドの長所として，
C，X バンドと比べ波長が長いため木の葉など植生の影響を受けにくいことがあげられる。そのた
め，山地のように植生が多い場所でも地表面からの反射波を受信することができる。他にも干渉可
能期間が長い，干渉可能基線長が長い，険しい地形でも干渉可能であることも長所としてあげられ
る。 
 
2.8. 茂木モデル 
地下のマグマ溜りの圧力変化などの影響で地表では広範囲に変動が起きる。茂木モデル（Mogi, 1958）
とは，圧力源の位置と大きさを地殻の変形の理論式から推定する一番単純なモデルである。このモデル
は圧力源の深さと変動値からの距離，体積変化量から火山内部の圧力源位置を簡便に推定できる。この
ことから様々な研究で用いられている（例えば，井口ほか，2008）。 
茂木モデルでは，平らな地表面を推定し半無限弾性体の内部，深さ Dのところに球状の圧力源がある
ものとする。この体積変化量ΔVがあり，これが原因で周囲の地殻は弾性変形して，地表変動となって
現われる。地表変動の中心から半径 r のところにある地点の r 方向の変位，つまり中心から外へ向う水
平方向の地殻の伸びを ∆r ，および垂直変位，つまり隆起量を ∆h とおく。これらは 
 
∆𝑟 =
(1 − 𝜈)𝛥𝑉
𝜋
𝑟
(𝑟2 + 𝐷2)3 2⁄
 
 
（2.14） 
 
∆ℎ =  
(1 − 𝜈)𝛥𝑉
𝜋
𝐷
(𝑟2 + 𝐷2)3 2⁄
 
 
（2.15） 
と表わされる。ここでνはポアソン比である。 
干渉 SAR 解析による地表変動は，LOS 方向の変動であるため茂木モデルによる変動量を LOS 方向へ
変換した。また本研究では，圧力源の位置（深さ，緯度，経度）と体積変化量を Simulatesd Annealing (焼
きなまし，以下 SA)法（Kirkpatrick et al.,1983）で推定した。 
 
2.9. 焼きなまし法（SA 法）について 
SA 法は，最適化問題を解くための探索アルゴリズムの 1 つである。この方法の特徴は，制御パラメ
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ータに「温度」を用いることで局所的最適解にとどまらず，大域的最適解の探索が可能な点にある。SA
法ではまず，パラメータの探索範囲内で初期モデル（E0）を設定し現在モデルとする。このときのモデ
ル（E0）と観測値の誤差を F(E0)とする。次に，初期モデル（E0）にあるランダムな変化を与え，近傍
モデル（E1）を作成する。近傍モデルと観測値との誤差 F(E1)とする。初期モデルと近傍モデルの誤差
の差（ΔE，式（2.16））が負である場合は，より誤差の小さいモデルである E1 を現在モデルとして新し
く採用する。逆にΔE が正である場合は，現在モデルを E0 のままにしておくが，式（2.17）で表される
確率 pで，E1を現在モデルとして新しく採用する。なお式（2.17）の Tkは温度を表す。この工程を温度
低下（本研究では，自然対数型（式（2.18））させながら行う。ここで T0は初期温度，αと cは定数であ
る）させながら定められた回数行う。 
 ΔE = F(E1) － F(E0) （2.16） 
 p = EXP(—ΔE / Tk ) （2.17） 
 Tk = T0 exp(—kαc) （2.18） 
式（2.16），（2.17）の関係から，確率 pは温度に依存していることがわかる。つまり温度低下の初期（繰
り返し回数初期）の段階では，温度が高いため確率 pが高く誤差の差が大きい方向にも高い確率で移動
する。そのため，誤差局面の山を越えることが可能になり，大域的探索として機能する。一方，繰り返
し回数が大きくなるにつれ，温度が低温になるため確率 pは小さくなり，局所的な探索となる。 
 本研究でのモデル（E0，E1）の作成には式（2.19）を用いた。LOSは SBAS 法により推定された結果，
dLOS は茂木モデルによって推定された結果，N はピクセル数である。また本研究での試行回数は 4000
回とした。 
 E = √∑ (LOSk
n
k=1 − dLOSk )
2    （2.19） 
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3. 2016 年熊本地震前後の九重山の地表変動の推定 
2016 年 4 月 16 日に起きた熊本地震は，熊本県にある布田川断層帯の活動であるとされている。
これに伴い熊本県では多くの余震が続き，更に 9 月 14 日には阿蘇山が小規模爆発している。しか
し，今回の熊本地震の震源分布に着目すると火山周辺の震源は阿蘇山だけでなく，九州本土最高峰
である中岳など火山群の総称である九重山周辺にも分布していることがわかる(Fig.3-1)。そこで，
本研究では熊本地震前後の九重山の地表変動を把握することを目的とした。そのため，解析期間は
熊本地震前（2014/8/28 から 2016/2/25）と熊本地震直後（2016/4/18 から 2016/6/13）と熊本地震後
（2016/6/13 から 2016/11/14）の 3 期間に分けて行った。そして，3 期間の地表変動を干渉 SAR と
SBAS 法を用いて推定し，その原因となった圧力源について考察した。 
 
Fig.3-1. 2016/4/1～2016/5/31 までの震源分布（Hi-net，気象庁一元化震源リスト） 
 
3.1. 九重山について 
 
3.1.1. 概要 
九重山とは九重連山とも呼ばれており，約 20 以上の火山が東西 15km，南北 10km にわたって分
布している。1700m 級の火山が多くあり，百名山の一つである久住山（標高 1787m）や九州本土最
高峰の中岳（標高 1791m）が有名である。九重山は，坊ガツルを基準として西側にある久住山をは
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じめとする久住山系，東側にある大船山をはじめとする大船山系に分けることができる。火山の多
くは溶岩ドームで形成されており，一部は成層火山である。九重山は約 15 万年前から火山活動を
開始しており，最近では 1995 年に星生山の北東にある硫黄山が水蒸気爆発をしている。硫黄山は，
現在でも九重山で唯一噴煙を上げている山でもある（Fig.3-2）。 
 
Fig.3-2. 星生山から見た硫黄山（2016 年 10 月撮影） 
 
九重山とその周辺地形について全体図を Fig.3-3a で示す。Fig.3-3a 表示範囲内の本研究で注目す
る硫黄山を A-region に，八丁原地域を B-region とする。硫黄山と噴煙位置の関係を Fig.3-3b（破線
部が噴煙位置である），八丁原地域を Fig.3-3c に示す。 
 九重山周辺には，筋湯温泉をはじめとした九重夢温泉郷と呼ばれる温泉が存在している。また，
周辺の八丁原地域には日本最大級の地熱発電所である八丁原地熱発電所がある。 
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Fig.3-3（a）九重山とのその周辺，（b）硫黄山と噴煙位置（破線）の関係（（a）の A-region），八丁原
地域（（b）の B-region） 
 
3.1.2. 既往の研究 
 
A） 硫黄山に関する研究 
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硫黄山は 1991 年当時，活発な噴煙活動があり，その中心は深度 10m から 50m 以深まで広がる高温の
蒸気だまりであった。1995 年に水蒸気爆発が起こり，浅部の地下水が急激に失われ地下水が硫黄山の噴
煙地域に流れ込んだ。流れ込んだ地下水は，蒸気だまりを冷却し液化させた。その結果，地磁気には帯
磁の兆候が見られるようになった（江原ほか，2003）。更に，硫黄山の噴火が 10～100 年程度の周期性を
繰り返している歴史的事実から，1995 年の水蒸気爆発は深部からの揮発性流体による定常的な熱供給
と，従来からの噴煙活動に伴う熱放散の枠組みの範囲内で発生した周期的な現象の一部であった可能性
が高い。また，現在起きている冷却現象は，地下水の気化とその放出によって起きているものである。
そして冷却帯磁現象が地下水の気化放熱によって行われていることや硫黄山の周期性を考えると，現在
起きている現象は無限に継続し得ず，やがて何らかの影響で放出が追い付かなくなり，加熱期が訪れる
であろうと予測される（橋本ほか，2002）。 
 硫黄山には，地磁気観測の結果によれば地下 0.2km から 0.4km に水蒸気だまりが存在する推定さてい
る（橋本ほか，2002）。また繰り返し GPS 測量では，水蒸気だまりは 0.5km から 0.6km に存在すると推
定され水蒸気爆発後の硫黄山の変動は，収縮していることがわかっている。収縮の原因は，熱水や蒸気
が過剰に放出されることで蒸気だまりが減少し，内部の亀裂や空隙が閉じる方向に動いた結果であると
推定している（斎藤ほか，2003）。放出されている水蒸気は，マグマ起源と天水起源が混合したものであ
ると言われている（江原・橋本，1992）。そのため，水蒸気爆発後の火山活動は Fig.3-4 のようなシステ
ムが確立されていると考えられている（須藤，1997）。放出されている水蒸気量は 1998 年 3 月の時点で
1 日 1.5 万トンの測定結果があり（斎藤ほか，1999），その後急激に減少したとの報告がないため，1 日
1.5 万トンとする。繰り返し GPS 測量結果を用いた弾性モデルによる体積変化は観測期間中の体積減少
率は約 2.5×105m3/2 年でほぼ一定であり，1 日約 340m3である。このことから水蒸気だまりの収縮は，
噴煙として放出される水量の約 2.3％の不足分によるものであると推定できる（斎藤ほか，2003）。更に，
地下 1.5km に微小地震が多発する領域があることがわかっている（江原，1990 や窪田ほか，2006 など）。
この領域は，地熱流体の上昇領域であると推定できる（窪田ほか，2006） 
 気象庁による 1995 年から 2016 年までの九重山の噴煙高さと火山性地震の回数を Fig.3-5 に示す。気
象庁による 2010 年から 2018 年までの震源分布図（硫黄山付近の火山性地震）を Fig.3-6 に示す。Fig.3-
5，6 によると 4 月に起きた熊本地震直後は微小地震がそれほど増加せず，2016 年 2 月と 7 月付近に一
時的に火山性地震が増加したことがわかっている 
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Fig.3-4. 硫黄山の噴煙発生要因（須藤，1997 より引用） 
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Fig.3-5. 九重山の噴煙高さと火山性地震の回数（気象庁，火山活動解説資料（九重山年報 2016）より
引用） 
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Fig.3-6. 硫黄山付近の火山性地震の震源分布図（気象庁，火山活動解説資料（九重山年報 2018）より
引用） 
 
B）豊肥火山地域の地下構造の研究 
豊肥火山地域は，中部九州の大分-熊本構造線の周辺地域の総称である。この地域の代表的な火山は阿
蘇山と九重山である。この地域の期間田川には火山岩が広く分布し（広川ほか，1976），阿蘇山・九重山・
鶴見山にかけて深さ 5kmにおいて 275℃を超える高温領域が広がっていることが指摘されている（江原，
1984）。更にトモグラフィを用いた地下構造の推定では，九重山において深さ 5km と 8km は熱輸送の役
割を果たす断層帯があると推定され，九重山南部にはその更に深部の深さ 11km にマグマだまりがある
と推定されている（吉川ほか，2003）。 
 
C）八丁原地域に関する研究 
八丁原地域では，多くの微小地震が発生することから様々な研究が行われている。九重火山地域の微
動地震観測によれば，観測期間(2002 年 6 月から 2004 年 9 月)においてマグニチュード—1.5～0.5 程度の
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微小地震が 1 日あたり約 9.1 回発生しており，震源は標高－3km に集中して分布していることがわかっ
ている。この理由として，大量の地熱流体が地下深部から突発的に上昇するためであると推定している
（窪田ほか，2006）。これは，気象庁の九重山 2018 年報と一致する（Fig.3-7） 
 PALSAR データを用いた PS－InSAR 解析によると 2007 年 7 月から 2010 年 12 月の期間にかけて年間
約 15mm の沈下が確認されている。この理由として，地熱発電所地下の流体の交換の影響であると推定
している（Ishitsuka et al.，2016）。 
 
Fig.3-7.九重山の広域の震源分布（気象庁，火山活動解説資料（九重山年報 2018）より引用） 
 
D） 既往の研究まとめ 
九重山について様々な報告が挙げられる領域は，硫黄山と八丁原地域である。硫黄山は 19995 年に水
蒸気爆発が発生し，現在でも噴煙確認されている。この噴煙は，地下 0.2km から 0.6km に存在す水蒸気
だまりから放出されている。放出されている水蒸気は，マグマ起源と天水起源が混合したものであると
言われている。現在放出されている水蒸気量が，流入量を上回っているため水蒸気だまりの収縮が確認
できる。そのため，地表面の沈下が確認できる。更に，地下 1.5km に微小地震が多発する領域があり，
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この領域は地熱流体の上昇領域である。 
 八丁原地域では，年間 15mm の直線的な沈下が確認できる。この原因は，流体の交換であると推定で
きる。 
 
3.2. 利用データについて 
本研究では，2016 年熊本地震前後の地表変動の変化を確認するために，2016 年熊本地震前，地震直
後，地震後の 3 つの期間の変動を解析し比較した。2016 年熊本地震前のデータとして，2014/8/28 から
2016/2/25 に北行軌道で取得された 5 データ（パス 130，フレーム 650）を用いた。入射角は 36.15°，
Heading angle は-10.213°であり，LOS 単位ベクトルは（-0.105，-0.581，0.807）である。また，2016 年
熊本地震直後の地表変動を推定するため 2016/4/18 と 2016/6/13 の 2 データ（パス 23，フレーム 2950）
を用いた。入射角は 36.11°，Heading angle は 190.286°であり，LOS 単位ベクトルは（-0.1052，0.5799，
0.8078）である。一方，2016 年熊本地震後，余震が 300 回以下と十分少なくなった時期の変動を推定す
る目的で，2016/06/13 から 2016/11/14 までに南行軌道によって取得された 10 データ（パス 23，フレー
ム 2950）を用いた。入射角と Heading angle，LOS 単位ベクトルは熊本地震直後と同様である。用いたデ
ータを Table 3-1 に示す。また，本研究の解析には，ALOS-2 のデータを用いた。 
本震を含むペアの解析では，変動の範囲や規模が大きくなると予想できる。そのため本研究で行うよ
うな狭い範囲の解析では，解析範囲全体に変動が現れると予想でき，解析時には広範囲の変動はノイズ
として消されてしまうことが予想できる。そのため，本研究では，地震を含むペアの解析は行わなかっ
た。 
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Table 3-1. 利用データ 
Before the earthquake Immediately after 
the earthquake 
After the earthquake 
(Ascending) (Descending) (Descending) 
2014/8/28 2016/4/18 2016/6/13 
2014/12/4 2016/6/13 2016/6/27 
2015/3/12  2016/7/11 
2015/11/19  2016/8/8 
2016/2/25  2016/9/5 
  2016/9/19 
  2016/10/3 
  2016/10/17 
  2016/10/31 
  2016/11/14 
 
3.3. 干渉 SAR 解析結果 
ここでは熊本地震前後の干渉 SAR 解析結果と GNSS との比較を示す。なお，変動は衛星視線方向の
変動（Line-of-sight displacement 以下 LOS displacement）であり，表示範囲は，Fig.3-3a と同様である。図
の上に干渉したペアを示す（Master（YYYYMMDD） — Slave（YYYYMMDD））。干渉 SAR 解析結果の
画像は，白抜きが変動値 8cm を超える場合，黒抜きが変動値-8cm 未満の値，グレー抜きが干渉度の低
さから干渉させることができず，解析結果を得ることができない箇所を示す。 
 
A) 熊本地震前の干渉 SAR 解析結果 
 熊本地震前の干渉 SAR 結果を Fig.3-8 に示す。また，Fig.3-9 に干渉 SAR 結果と GNSS との比較を示
す。干渉 SAR 解析結果と GNSS との比較には GNSS 点の水平方向と鉛直方向のデータを衛星視線方向
に変換し，大分九重基準点の変動値から熊本小国基準点の変動値を引いた値を比較した。 
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Fig.3-8, 熊本地震前の干渉 SAR 解析結果 
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Fig.3-8, 熊本地震前の干渉 SAR 解析結果 
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Fig.3-9，干渉 SAR 解析結果と GNSS との比較 
 
B) 熊本地震直後の干渉 SAR 解析結果 
Fig. 3-10 熊本地震直後の変動として 2016/4/18 と 2016/6/13 とのペアでの干渉 SAR 解析を行った結果
を示す。等高線は 100m 間隔であり，太線は標高 1000m を表す。 
GNSS と干渉 SAR の結果を比較したところ，その差は-0.72cm と高い整合性が確認できた。この期間
の顕著な変動として，硫黄山山頂とその周辺で約 4cm の大規模で広範囲の隆起変動が確認できた。一方，
それ以外は，硫黄山と同様の大規模で広範囲の変動は確認できなかった。 
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Fig.3-10. 熊本地震直後の九重山の地表変動 
 
C) 熊本地震後の干渉 SAR 解析結果 
熊本地震後の干渉 SAR 結果を Fig.3-11 に示す。なお，本研究では代表的な干渉ペアのみ表示する。
他は付録 A に表示する。また，Fig.3-12 に干渉 SAR 結果と GNSS との比較を示す（変動値は大分九重
基準点の変動値から熊本小国基準点の変動値を引いた値を用いる）。 
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Fig.3-11, 熊本地震後の干渉 SAR 解析結果 
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Fig.3-11, 熊本地震後の干渉 SAR 解析結果 
 
Fig.3-12，干渉 SAR 解析結果と GNSS との比較 
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Fig.3-12，干渉 SAR 解析結果と GNSS との比較 
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Fig.3-12，干渉 SAR 解析結果と GNSS との比較 
 
3.4. GNSS を用いた補正結果 
熊本地震前および熊本地震後の干渉 SAR解析結果にGNSS を用いた補正を行った結果を示す。なお，
33 
 
GNSS を用いた補正は，結果に妥当性があると判断した干渉ペアのみ行った。補正結果，補正前と補正
後の各 GNSS 点との RMSE（Root Mean Square Error）はそれぞれ，大分九重基準点が補正前は 3.96cm，
補正後は 0.49cm，熊本小国基準点が補正前は 4.03cm，補正後は 0.49cm と補正前に比べ，補正後の誤差
の方が，非常に小さい。変動は衛星視線方向の変動（LOS Displacement）であり，表示範囲は Fig.3-3a と
同様である。図の上に干渉したペアを示す（Master（YYYYMMDD） — Slave（YYYYMMDD））。 
 
A) 熊本地震前の GNSS を用いた補正結果 
熊本地震前の GNSS を用いた補正結果を Fig.3-13 に示す。 
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Fig.3-13, GNSS 補正結果（熊本地震前）
35 
 
 
Fig.3-13, GNSS 補正結果（熊本地震前） 
 
B) 熊本地震後の補正結果 
熊本地震前の GNSS を用いた補正結果を Fig.3-14 に示す。代表的な干渉ペアのみ表示する。他は付録
B に表示する。 
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Fig.3-14, GNSS 補正結果（熊本地震後） 
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Fig.3-14, GNSS 補正結果（熊本地震後） 
 
3.5. 時系列解析（SBAS 法）の結果 
熊本地震前および地震後の SBAS 法の解析では，干渉 SAR 解析を GNSS で補正した結果を用いた。
また，SBAS 法に用いる干渉ペアは，大分九重基準点の変動値から熊本小国基準点の変動値を引いた値
を干渉 SAR 解析の結果と GNSS の結果とで比較し，その差が 2cm 以内である干渉ペアを用いた。また，
Fig.3-13 より干渉期間が 500 日以上のペアは著しい干渉度の低下が確認できる（20140828-20160225 の干
渉ペア）。そのため，干渉期間が 500 日以内のものを用いた。SBAS 法の解析結果の整合性は，主に解析
結果と GNSS との誤差により検証する。なお，変動は衛星視線方向の変動（LOS displacement）であり，
表示範囲は，Fig.3-3a と同様である。SBAS 法結果の画像は，干渉 SAR 解析結果の画像と同じカラース
ケールである。また，熊本地震前および地震後の SBAS 法で用いた干渉ペアを Fig.3-15ab に示す。横軸
が日付であり縦軸が垂直基線長である。 
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Fig.3-15，SBAS 法で用いた干渉ペアと垂直基線長（a: 熊本地震前，b: 熊本地震後） 
 
A) 熊本地震前の時系列解析（SBAS 法）結果 
熊本地震前の変動について，2014/8/28 を起点とした地表変動を Fig.3-16 に示す。等高線は 200m 間隔
であり，太線は標高 1000m を表す。また，A-region（Fig.3-3b 範囲）の地表変動を Fig.3-17 に示す。表示
範囲は全て Fig.3-3b と同様であり，等高線は 100m 間隔で表示する。GNSS との RMSE は 0.92cm であ
り，その整合性が確認できたと考える。Fig.3-16 より九重山全体のノイズレベルを超えるような変動は
確認できなかった。Fig.3-17 より，硫黄山では沈下変動が確認できた。 
39 
 
 
Fig.3-16. SBAS 法による熊本地震前の九重山変動 
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Fig.3-17. SBAS 法による熊本地震前の A-region の地表変動 
 
B) 熊本地震後の時系列解析（SBAS 法）結果 
熊本地震後の変動として 2016/6/13 を起点とした地表変動を Fig.3-18 に示す。等高線は 200m 間隔であ
り，太線は標高 1000m を表す。また，A-region（Fig.3-b 範囲）の地表変動を Fig.3-19 に示す。表示範囲
は全て Fig.3-3b と同様であり，等高線は 100m 間隔で表示する。GNSS との RMSE は 0.53cm であり，
その整合性が確認できたと考える。熊本地震前と同様に，Fig.3-18 では九重山全体でノイズレベルを超
えるような変動は確認できなかった。Fig.3-19 より硫黄山について沈下が確認できる。 
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Fig.3-18. 熊本地震後の九重山の変動 
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Fig.3-18. 熊本地震後の九重山の変動 
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Fig.3-19. SBAS 法による熊本地震後の A-region の地表変動 
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3.6. 考察 
本研究では，熊本地震直後に大規模な隆起が確認された硫黄山と九重山周辺の顕著な変動として報告
が挙げられている八丁原地域（窪田ほか，2006 や Ishitsuka et al.，2016）に着目し考察する。 
 
3.6.1. 硫黄山 
A） 熊本地震前および熊本地震後の時系列変動について 
硫黄山山頂における熊本地震前および地震後の衛星視線方向の変動を Fig.3-20 に示す。熊本地震前お
よび地震後の変動は解析の期間や長さが異なるため傾向が同じであると断言はできないが，長期的な傾
向として，どちらとも基準日から沈下変動が確認できた。一方で，期間によっては隆起に転じている期
間も見られるが，この隆起変動の原因は明らかではないが，変動が小規模であることから，地下水など
が水蒸気だまりに供給された可能性が考えられる。本研究では特に，熊本地震前および地震後の長期的
な沈下変動（Fig. 3-17，19）と熊本地震直後の大規模な隆起変動（Fig. 3-10）の原因について以下で考察
する。 
 
Fig.3-20. 硫黄山山頂の変動 
 
B）変動位置と噴煙位置の関係について 
 硫黄山周辺の 2014/8/28から 2016/2/25 までの変動（SBAS 法結果 547Day）と噴煙位置との関係を Fig.3-
21a，2016/6/13 から 2016/11/14 までの変動（SBAS 法結果 155Day）と噴煙位置との関係を Fig.3-21c に示
す。また，熊本地震直後の硫黄山の変動（干渉 SAR 解析結果 57Day）を Fig.3-21b に示す。なお，緑点
は最大変動位置を示す。表示範囲は全て Fig.3-3b と同様であり，等高線は 100m 間隔で表示する。 
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熊本地震前および地震後において，硫黄山と星生山の間に沈下する領域があり，その東側に噴煙位置
が存在している（Fig.3-21a,b）。また，硫黄山周辺では熊本地震直後には隆起が認められていたが（Fig.3-
21b），地震の発生前後は，いずれも沈下傾向が認められている（Fig.3-21a,b）。更に，熊本地震前および
地震後では，最大変動地点が硫黄山の南西にあるのに対し，熊本地震直後では硫黄山の北東に存在する。
つまり，硫黄山の変動地域は，熊本地震前および地震後と熊本地震直後では大きく異なる傾向を示して
いることが明らかになった。つぎに，茂木モデルを用いてこれらの現象を地表変動のモデルにより考察
する。 
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Fig.3-21. 熊本地震前後の硫黄山の地表変動と噴煙位置（（a）熊本地震前（547Day）の SBAS 法結果，
（b）熊本地震直後（57Day）の SBAS 法結果,（c）熊本地震後（155Day）の干渉 SAR 解析結果） 
 
C） 茂木モデルによる圧力源の深さの推定 
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本研究では，2 章 8 節の茂木モデルと９節の SA 法を用いて，圧力源の位置（緯度，経度，深さ）と体
積変化量を推定する。また，硫黄山付近の変動について考察するため，SA 法に適用するデータ範囲は硫
黄山を中心とした縦横 0.7km とした（Fig.3-3b の範囲）。緯度経度パラメータの探索範囲は，硫黄山から
縦横 0.3km とした。 
熊本地震前および地震後の深さ D と体積変化量ΔV のパラメータは既往の研究より，変動の原因は水
蒸気だまりの収縮であると考えられる。そのため，深さ D のパラメータ範囲は 0.1km から 1km とした。
また体積変化量ΔV は先行研究より（斎藤ほか，2003）1 日約 340m3の減少を考えられる。しかし，斎
藤ほか（2003）によって推定された体積変化量は 2002 年の状態である。2016 年の体積変化量は正確に
は推定できないが噴煙高さは，2002 年の噴煙高さに比べ 1/2 から 1/4 である（Fig.3-5）。そのため，体積
変化量ΔV のパラメータ範囲は-0.0001km3から-0.000001km.3とした。 
熊本地震直後のパラメータ範囲は，推定が困難である。そのため深さ D のパラメータ範囲は 0.1km か
ら 25km とした。体積変化量ΔV のパラメータ範囲は，0.00001km3から 0.01km3とした。 
 推定されたパラメータを Table.3-2 に示す。また熊本地震前の解析結果を Fig.3-22a に，熊本地震後の
解析結果を Fig.3-22c に，熊本地震直後の解析結果を Fig.3-22b に示す（（1）観測値，（2）推定されたモ
デル，（3）残差）。SBAS 法結果と推定されたモデルの RMSE はそれぞれ，熊本地震前は 1.16cm，熊本
地震後は 0.66cm，熊本地震直後は 0.73cm である。 
 Fig.3-22a，c，Table.3-2 から熊本地震前および地震後の沈下変動は，圧力源の深さが 0.4km であること
から，既往の研究により推定されている水蒸気だまりと一致する。既往の研究と同様に地表沈下現象は，
地下浅部の影響である可能性がある。このため，沈下の原因は，斎藤ほか（2003）でも指摘されている
水蒸気だまりからの水蒸気の放出である可能性がある。体積変化量は，熊本地震前で 1 日約 69m3 であ
り，熊本地震後は 1 日約 84m3 である。これは，斎藤ほか（2003）によって推定されている体積変化量
（340 m3）の約 1/4 から 1/5 である。よって，硫黄山の噴煙による体積変化量は 2003 年に比べ，1/4 から
1/5 に減少している可能性が考えられる。 
 一方，Fig.3-22b，Table.3-2 から熊本地震直後の圧力源深さは，1.2km であり微小地震が多発している
領域（江原，1990 や窪田ほか，2006）と一致している可能性がある。窪田ほか（2006）により確認され
た微小地震多発領域の水平位置と本研究で推定された茂木モデルの圧力源の水平位置の関係を Fig.3-23
に示す（破線範囲が窪田ほか（2006）によって確認されている微小地震多発領域，黄色の点が本研究で
推定された圧力源位置）。Fig.3-23 より，熊本地震直後の圧力源の水平位置も窪田ほか（2006）により確
認された微小地震多発領域と一致する可能性がある。また Table.3-2 より体積増加量は 1 日約 4105m3の
増加である。沈下現象による体積変化量を 1 日約 80 m3と仮定しても約 50 倍の体積変化量である。これ
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らのことから熊本地震直後の隆起現象は，微小地震が多発している領域への大規模な供給である可能性
が考えられる。ただし，熊本地震前および地震後と熊本地震直後の圧力源は，平坦な地表面での単一な
圧力源を想定した茂木モデルでは十分に説明できていない可能性も考えられ，今後更に複雑なモデルを
用いて考察する必要がある。 
Table.3-2.推定された茂木モデルのパラメータ 
 Latitude Longitude Depth(km) 
Volume 
change(km3) 
Before the earthquake 
(547 Day) 
33.091779 131.239012 0.4 -0.000038 
After the earthquake 
(155 Day) 
33.093002 131.235791 0.4 -0.000013 
Immediately after the earthquake 
(57 Day) 
33.094335 131.235679 1.2 0.000234 
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Fig.3-22.（a）熊本地震前の SBAS 法結果と推定されたモデル，（b）熊本地震直後後 SBAS 法結果と推
定されたモデル，（c）熊本地震後の SBAS 法結果と推定されたモデル  
（（1）SBAS 法結果，（2）推定されたモデル，（3）残差） 
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Fig.3-23. 微小地震多発領域の水平位置と本研究で推定された圧力源の水平位置との関係 
 
3.6.2. 八丁原地域 
八丁原地域における衛星視線方向の変動は，約 1.8 cm/year から 1.9cm/year とほぼ直線的な沈下現象が
確認できた（Fig.3-24）。熊本地震前および地震後での変動性の変化は確認できなかった。これらは，
Ishitsuka et al. （2016）の結果と一致している。この変動の原因は明らかとなっていないが，自然発生的
な広域の地下水流動や地熱発電の際に行われる熱流体の交換等によって起こっている可能性が考えら
れる。また，変動傾向が沈下から隆起に転じている期間も確認できるが，誤差範囲のため，真の変動を
表しているか明らかではない。 
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Fig.3-24，八丁原地域の変動 
 
3.7. まとめ 
本章では，九重山とその周辺について着目し，熊本地震前および地震後における九重山の地表変動傾
向を明らかにすることを目的とした。そのため，広範囲の変動を捉えることのできる干渉 SAR 解析と
その応用技術である SBAS 法を用いた。 
 解析の結果，熊本地震前および地震後での九重山とその周辺を広域的に見ると，変動傾向に顕著な変
化は見られなかった。硫黄山と八丁原地域については，更に詳細に比較してみた。その結果，どちらの
地域でも熊本地震前および地震後では，基準日に比べ沈下していることが分かった。一方，熊本地震直
後の干渉 SAR 解析の結果では，硫黄山周辺で広範囲で大規模な隆起が確認できた。 
これらの変動の原因を推定するため，硫黄山について変動域を確認し，茂木モデルと SA 法を用いて，
圧力源位置と体積変化量の推定を行った。その結果，熊本地震前および地震後の沈下変動は，圧力源の
深さが 0.4km であることから，既往の研究により推定されている水蒸気だまりの位置と一致した。その
ため，既往の研究と同様に地表沈下現象は，地下浅部の影響である可能性がある。沈下の原因は，斎藤
ほか（2003）でも指摘されている水蒸気だまりからの水蒸気の放出である可能性がある。体積変化量は，
熊本地震前で 1 日約 70m3であり，熊本地震後は 1 日約 84m3である。これは，斎藤ほか（2003）によっ
て推定されている堆積変化量（340 m3）の約 1/4 から 1/5 である。よって，硫黄山の噴煙による体積変化
量は 2003 年に比べ，1/4 から 1/5 に減少している可能性が考えられる。一方，熊本地震直後の圧力源位
置は，微小地震多発領域（窪田ほか，2006）と一致している可能性がある。また大規模な体積変化が起
きた可能性もある。本章から，比較的変動量が大きく，また，地震のようなイベントにより変動傾向が
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比較的短期間で変わるような場合でも，地表変動のモニタリングや地表変動の原因となる圧力源の推定
において，干渉 SAR 解析と SBAS 法が有効である。また本研究では，平坦な地表面での単一な圧力源を
想定した茂木モデルを用いた。そのため今後，更に複雑なモデルを用いて詳細に検討する必要がある。
硫黄山周辺での熊本地震直後の変動は一時的なもので，長期的な変動傾向に変化は確認できなかった。 
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4. 八丈島（西山）の 2016 年から 2018 年までの地表変動の推定 
八丈島の西山は，地表変動の報告はされていないが微小な地表変動が起きている可能性はある。その
ため，干渉 SAR 解析とその応用技術である SBAS 法を用いて，2016 年から 2018 年までの西山の地表変
動を推定する。しかし，本解析範囲は周辺が海に囲まれている極小範囲であり（7km×5km），干渉 SAR
解析の解析範囲としては非常に狭い。また GNSS 点が 1 点しか存在しない。そのため，地表変動の推定
には同期間で別軌道の結果を用い，妥当性を判断する。また，その地表変動の原因となる圧力源を推定
する。これらの結果から，大規模な変動が予測できず，また海に囲まれた極小範囲での干渉 SAR 解析と
SBAS 法の火山活動の解析手法としての有効性について確認する。 
 
4.1. 八丈島について 
八丈島は，伊豆・小笠原弧北部の火山フロントに位置する（菅香，1998）。西山（八丈富士：標高 854m）
と東山（三原山；標高 701m）の 2 つの火山が結合したひょうたん型の火山島で，面積は約 70km2 であ
る。総合的な地質調査によると八丈島は，玄武岩からなる（一色，1959）。また，地下水が豊富である，
島の中央部では，地表か 37m 以深において帯水層が確認されている（小徳ほか，1988）。八丈島の全体
図を Fig.4-1 に示す。 
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Fig.4-1，八丈島の全体図 
 
4.1.1. 既往の研究 
本研究では，八丈島の西山を対象として解析を行った（Fig.4-2）。Fig. 4-2 に示した等高線は 100m 間
隔である。西山は八丈富士と呼ばれ，その名の通り富士山型の成層火山である。山腹には過去のマグマ
水蒸気爆発の痕跡が多くある。山谷ほか（2008）の AMT 法比抵抗探査結果によると，西山の山体部で
高比抵抗，海水準以深で一様に低比抵抗である。更に，山頂カルデラの直下では，著しく比抵抗が低い
場所が確認でき，標高 500m 以上まで盛り上がっている。この比抵抗の盛り上がりは，西山のカルデラ
に関連したものか，山体中央部での熱水の上昇を反映している可能性がある（山谷ほか，2008）。2002 年
8 月から 2018 年 12 月まで高周波地震と深部低周波地震の月別回数を Fig.4-3 に示す。本解析期間である
2016 年から 2018 年には顕著な地震活動はみられない。また，大きな地表変動の報告もない。最近の地
表変動として， 2002 年 8 月に大規模な群発地震が約 300 年ぶりに観測された。この群発地震は気象庁
（2002）によると，はじめ西山直下の深さ 10km に始まり，震源は北西方向に分布した。この群発地震
は最大マグニチュード 4.1 と小さいが有感地震までに発生した。震源域はその後八丈島の北海岸に移動
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し，その後さらに北から北西の沖合に移動している。またこの群発地震は約 2 週間で約 7000 回観測さ
れている。国土地理院（2002）によると八丈島の電子基準点が東方に 5-6cm 移動し，高さ方向に最大
10cm 程度変動した可能性があるとされている。また，西山で群発地震が発生すると同時に，群発地震が
集中している領域の上部である深さ 3km にダイクが貫入したと考えられている（木股ほか，2004）。2002
年 8 月から 2018 年 12 月までの震源分布図を Fig.4-4 に示す。本解析期間中に，顕著な地震は起きてお
らず震源の多くは 2002 年の地震である。 
Fig.4-2，八丈島（西山）とその周辺 
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Fig.4-3，八丈島の高周波地震と深部低周波地震の月別回数（気象庁，火山活動解説資料（八丈島年報
2018）より引用） 
 
Fig.4-4，八丈島の震源分布図（気象庁，火山活動解説資料（八丈島年報 2018）より引用） 
4.2. 利用データについて 
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本研究の解析には，ALOS-2 のデータを用いた。本解析では，解析範囲内に GNSS 点が 1 点しか存在
しない。そのため解析結果の妥当性は，北行軌道（Ascending）と南行軌道（Descending）の両軌道のデ
ータを同期間で用い，変動の整合性を確認するにより判断した。北行軌道のデータは，2016/6/19 から
2018/3/25 に取得された 5 データ（パス 125，フレーム 650）を用いた。入射角は 36.15°，Heading angle
は-10.215°であり，LOS 単位ベクトルは（-0.105，-0.581，0.807）である。南行軌道のデータは，2016/3/10
から 2018/6/14 に取得された 9 データ（パス 18，フレーム 2950）を用いた。入射角は 36.12°，Heading 
angle は 190.29°であり，LOS 単位ベクトルは（-0.105，0.580，0.808）である。用いたデータを Table.4-
1 に示す。 
Table 4-1. 利用データ 
Ascending Descending 
2016/6/19 2016/3/10 
2016/11/20 2016/8/11 
2017/6/4 2017/11/17 
2018/1/28 2017/3/9 
2018/3/25 2017/6/15 
 2017/8/24 
 2017/11/16 
 2018/3/8 
 2018/6/14 
 
4.3. 干渉 SAR 解析結果 
 北行軌道と南行軌道の両軌道の干渉 SAR 解析結果を示す。なお，変動は衛星視線方向の変動（Line-
of-sight displacement 以下 LOS displacement）であり，表示範囲は，Fig.4-2 と同様である。図中には標高
を 100m 間隔の等高線で示している。図の上に干渉したペアを示す（Master（YYYYMMDD） — Slave
（YYYYMMDD））。干渉 SAR 解析結果の画像において，白い領域は変動値 4cm を超える場合，黒い領
域は変動値-4cm 未満の値，グレーの領域が干渉度の低さから干渉させることができず，解析結果を得る
ことができなかった領域を示す。 
北行軌道の干渉 SAR 解析結果を Fig.4-5 に、南行軌道の干渉 SAR 解析結果を Fig.4-6 に示す。南行軌
道は解析結果が多いため代表的な変動のみを表示する。すべての解析結果は付録 C に添付する。 
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Fig.4-5，北行軌道の干渉 SAR解析結果 
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Fig.4-5，北行軌道の干渉 SAR解析結果 
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Fig.4-6，南行軌道の干渉 SAR解析結果 
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Fig.4-6，南行軌道の干渉 SAR解析結果 
 
 
4.4. 時系列解析（SBAS 法） 
北行軌道と南行軌道の両軌道の干渉 SAR 解析結果を用いて SBAS 法の解析を実施した。干渉期間が
500 日以上の場合，低木部では干渉度がおおよそ 0.2 以下になることがわかっている（Eshqi Molan et 
al.,2018）。そのため SBAS 法の解析には，干渉ペアの日数が 500 日以内のものを用いた。解析結果の整
合性は，西山の山頂に注目し，Ascending と Descending の解析結果を比較することで検証した。Fig. 4-7
に用いた北行軌道と南行軌道の両軌道の干渉ペアを示す。Fig. 4-7 は横軸が日付，縦軸が垂直基線長であ
る。 
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Fig.4-7，SBAS法で用いた干渉ペアと垂直基線長（a：北行軌道，b：南行軌道） 
 
4.4.1 北行軌道（Ascending）の SBAS 法結果 
2016/6/19 を起点とした北行軌道の SBAS 法解析結果を Fig.4-8 に示す。図の上部には起点日からの経
過日数を示した。変動は衛星視線方向の変動（LOS displacement）であり，表示範囲，変動量の凡例は，
Fig.4-2 と同様である。図中の等高線は標高を 100m 間隔で表しており，太線は標高 800m である。Fig.4-
8 より，標高 200m から 600m にかけてノイズが目立つ。この区間には，森林が存在することから，この
ノイズは森林による影響であると推定できる。 
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Fig.4-8，北行軌道の SBAS法結果 
 
4.4.2 南行軌道（Descending）の SBAS 法結果 
2016/3/10 を起点とした南行軌道の SBAS 法解析結果を Fig.4-9 に示す。図の上部には起点日からの経
過日数を示した。変動は衛星視線方向の変動（LOS displacement）であり，表示範囲，変動量の凡例は，
Fig.4-2 と同様である。図中の等高線は標高を 100m 間隔で表しており，太線は標高 800m である。Fig.4-
9 より Fig.4-10 と同様に，標高 200m から 600m にかけてノイズが目立つ。この区間には，森林が存在す
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ることから，このノイズは森林による影響であると推定できる。 
 
Fig.4-9，南行軌道の SBAS法結果 
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Fig.4-9，南行軌道の SBAS法結果 
 
4.5. 考察 
 本研究では西山山頂の地表変動について考察を行う。 
 
4.5.1. 西山山頂の地表変動と結果の妥当性 
北行軌道と南行軌道の両軌道の西山山頂での時系列変動と火山性地震の回数（気象庁，火山活動解説
資料（八丈島））について Fig.4-10 に示す。Fig.4-10 より，西山山頂において北行軌道と南行軌道の両軌
道共に 2016 年 11 月から 2017 年 6 月にかけて衛星に近づく変動を示している。独立したデータから同
様の変動が得られたことから解析結果に妥当性があると判断した。また，2016 年 11 月から 2017 年 6 月
間は両軌道の解析結果とも衛星に近づく変動を示していることから，この変動は隆起であると推定でき
る。加えて Fig.4-10 より，この隆起変動が確認できる期間において深部低周波地震が一時的に増加して
いる。しかし，その 6 ヶ月後の再び深部低周波地震が一時的に増加している期間では，両軌道とも隆起
変動は確認できない。そのため，2016 年 11 月から 2017 年 6 月間の隆起変動は，深部低周波地震と関係
している可能性は低いと考えられる。 
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Fig.4-10，両軌道による西山山頂の地表変動 
 
4.5.2. 西山山頂の隆起変動について（2016 年 11 月から 2017 年 6 月の期間） 
Fig. 4-11 に 2016 年 11 月から 2017 年 6 月の両軌道の SBAS 法解析結果を示す。Fig.4-11 より，この期
間の隆起変動は両軌道共に西山山頂を中心として起きていることがわかる。北行軌道の解析では，山頂
から縦横 0.5km 範囲内の最大変動値は 1.80cm である。また，南行軌道の解析では，山頂から縦横 0.5km
範囲内の最大変動値は 1.97cm である。両軌道の結果ともほぼ同程度の変動量を示す結果となった。 
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Fig.4-11，2016年 11月から 2017年 6月の地表変動（a：北行軌道，b：南行軌道） 
 
4.5.3. 茂木モデルによる圧力源の深さの推定 
 本研究では，2 章 8 節の茂木モデルと 9 節の SA 法を用いて，圧力源の位置（緯度，経度，深さ）と
体積変化量を推定する。また SA 法に適用するデータ範囲は Fig.4-2 の範囲で行う。 
今回解析対象としている期間においては山頂を中心に隆起が認められており，推定される圧力源モデ
ルは山頂付近に推定される。SBAS 法結果は，標高 200m から 600m にかけてノイズが目立ち，山頂付近
から同心円状に隆起が認められるにもかかわらず沈下を示す値が散見される（Fig.4-11ab）。本研究で適
用するデータ範囲が Fig.4-2 の範囲であることから，これらのノイズはパラメータ探索に大きく影響す
る可能性が考えられる。そのため，本研究で変動値が山頂付近の最大変動値以上の値と-0.5cm 以下の値
は用いなかった。SA 法において，圧力源の水平位置（緯度，経度）の探索範囲は，西山山頂から縦横
0.4km 以内とした。深さ D の探索範囲は，西山の隆起変動源が深部に存在する可能性も考えられるため
0.1km から 15km にした。体積変化量ΔV の探索範囲は，0.0000001km3から 0.01km3とした。 
 推定されたパラメータを Table.4-2 に示す。また北行軌道の解析結果を Fig.4-12a に，南行軌道の解析
結果を Fig.4-12b に示す（（1）観測値，（2）推定されたモデル，（3）残差）。SA 法で用いたデータと推定
されたモデルの RMSE はそれぞれ，北行軌道は 0.36cm，南行軌道は 0.43cmである。 
 Fig.4-12，Table.4-2 から両軌道で体積変化量に多少の変化は確認できるが，共に深さが 0.9km と一致し
68 
 
た。また SA 法により推定された圧力源の深さ 0.9km は，山谷ほか（2008）が推定した山頂直下の標高
500m 以上まで盛り上がっている，著しく比抵抗が低い領域に対応する可能性がある。そのため隆起変
動の原因は，西山のカルデラに関連したものか，山体中央部での熱水の上昇によるものの可能性がある。 
 
Table.4-2.推定された茂木モデルのパラメータ 
 Latitude Longitude Depth(km) 
Volume 
change(km3) 
Ascending 
(196 Day) 
33.140865 139.769309 0.9 0.000072 
Descending 
(210 Day) 
33.139644 139.761976 0.9 0.000057 
 
 
Fig.4-12，（a）北行軌道の解析結果。用いたデータと推定されたモデル，（b）南行軌道の用いたデータ
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と推定されたモデル（（1）：用いたデータ，（2）：推定されたモデル，（3）：残差） 
 
4.6. まとめ 
本章では，八丈島の西山について着目し，解析を行った。西山では，2002 年以降に大きな地表変動が
報告されておらず，本解析期間（2016 年から 2018 年）では大規模な地表変動は期待できない。また，
島全体が海に囲まれており，非常に狭い解析範囲（7km×5km）で解析を行った。さらに，GNSS 点が１
点しか存在しないことから，結果の妥当性について GNSS 点を用いた評価ができなかった。そこで，本
解析では同期間で別軌道の解析結果を比較することで，解析結果の妥当性を確認した。その結果，2016
年 11 月から 2017 年 6 月の期間で，両軌道ともに同程度の衛星に近く方向の変動が確認でき，この期間
の解析結果の妥当性が確認できた。また，両軌道の解析結果とも衛星に近づく変動を示していることか
ら，この変動は隆起であると推定できる。 
この変動の原因を推定するために，西山において変動域を確認し，茂木モデルと SA 法を用いて圧力
源位置と体積変化量の推定を行った。その結果，水平位置と体積変化量に多少の変化が確認できたが，
両軌道共に深さ 0.4km と同様の結果が得ることができた。そのため，2016 年 11 月から 2017 年 6 月の期
間の隆起変動の原因は，山谷ほか（2008）が推定した山頂直下に存在する著しく比抵抗が低い領域に対
応する可能性がある。本章から，比較的変動量が小さく，また，解析範囲の周りが海に囲まれている極
小領域の場合でも，地表変動のモニタリングや地表変動の原因となる圧力源の推定において，干渉 SAR
解析と SBAS 法が有効であることがわかった。本研究では，平坦な地表面での単一な圧力源を想定した
茂木モデルを用いた。そのため今後，更に複雑なモデルを用いて詳細に検討する必要がある。 
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5. 本研究のまとめ 
本研究では，2つの火山領域をケーススタディとして解析を行い，干渉 SARと SABS法の有効性につ
いて検証を行った。1 つ目のケースは比較的変動が大きく，地表変動についての報告が多数存在し，更
に解析期間で地震活動により変動傾向の変化が予測できる九重山である。2 つ目のケースは変動が小さ
く，海に囲まれた極小範囲での解析になる八丈島（西山）である。 
九重山については，特に連山に含まれる硫黄山と周辺地域の八丁原地域に着目し，大規模な地表変動
が発生してと考えられる 2016 年熊本地震前後のデータを用いて解析を行った。解析の結果，熊本地震
前および地震後での九重山とその周辺を広域的に見ると，変動傾向に顕著な変化は見られなかった。硫
黄山と八丁原地域については，更に詳細に比較してみた。その結果，どちらの地域でも熊本地震前およ
び地震後では，基準日に比べ沈下していることが分かった。一方，熊本地震直後の干渉 SAR解析の結果
では，硫黄山周辺で広範囲で大規模な隆起が確認できた。これらの変動の原因を推定するため，硫黄山
について変動域を確認し，茂木モデルと SA法を用いて，圧力源位置と体積変化量の推定を行った。そ
の結果，熊本地震前および地震後の圧力源位置と体積変化量は，既往の研究（斎藤ほか，2003）と整合
性が確認できた。熊本地震直後の圧力源位置は既往の研究（窪田ほか，2006）と整合性が確認できた。
また大規模な体積変化が起きた可能性もある。そのため，比較的変動量が大きく、また、地震のような
イベントにより変動傾向が比較的短期間で変わるような場合でも、地表変動のモニタリングや地表変動
の原因となる圧力源の推定において、干渉 SAR解析と SBAS法が有効である。 
八丈島の西山では，2002年以降に大きな地表変動が報告されておらず，本解析期間（2016年から 2018
年）では大規模な地表変動は期待できない。また，島全体が海に囲まれており，非常に狭い解析範囲（7km
×5km）で解析を行った。さらに，GNSS点が１点しか存在しないことから，結果の妥当性について GNSS
点を用いた評価ができない。そこで，本解析では同期間で別軌道の解析結果を比較することで，解析結
果の妥当性を確認した。その結果，2016年 11月から 2017年 6月の期間で，両軌道ともに同程度の衛星
に近く方向の変動が確認でき，この期間の解析結果の妥当性が確認できた。また，両軌道の解析結果と
も衛星に近づく変動を示していることから，この変動は隆起であると推定できる。この変動の原因を推
定するために，西山において変動域を確認し，茂木モデルと SA法を用いて圧力源位置と体積変化量の
推定を行った。その結果，水平位置と体積変化量に多少の違いが確認できたが，両軌道共に深さ 0.4km
と同様の結果が得ることができた。この結果は，山谷ほか（2008）が推定した山頂直下に存在する著し
く比抵抗が低い領域に対応する可能性がある。 
以上のことから，比較的変動量が大きく、また、地震のようなイベントにより変動傾向が比較的短期
間で変わるような場合や比較的変動量が小さく、また，解析範囲の周りが海に囲まれている極小領域の
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場合でも，地表変動のモニタリングや地表変動の原因となる圧力源の推定において、干渉 SAR 解析と
SBAS法が有効である。 
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付録 A，熊本地震後の干渉 SAR 解析結果 
変動は衛星視線方向の変動（LOS displacement）であり，表示範囲は，Fig.3-3aと同様である。図の上
に干渉したペアを示す（Master（YYYYMMDD） — Slave（YYYYMMDD））。干渉 SAR解析結果の画像
は，白抜きが変動値 8cm を超える場合，黒抜きが変動値-8cm 未満の値，グレー抜きが干渉度の低さか
ら干渉させることができず，解析結果を得ることができない箇所を示す。 
 
 




  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
付録 B，熊本地震後の GNSS 補正後結果 
変動は衛星視線方向の変動（LOS displacement）であり，表示範囲は，Fig.3-3aと同様である。図の上
に干渉したペアを示す（Master（YYYYMMDD） — Slave（YYYYMMDD））。干渉 SAR解析結果の画像
は，白抜きが変動値 8cm を超える場合，黒抜きが変動値-8cm 未満の値，グレー抜きが干渉度の低さか
ら干渉させることができず，解析結果を得ることができない箇所を示す。 
 
 




  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
付録 C，南行軌道の干渉 SAR 解析結果 
変動は衛星視線方向の変動（LOS displacement）であり，表示範囲は，Fig.4-2と同様である。等高線は
100m 間隔である。図の上に干渉したペアを示す（Master（YYYYMMDD） — Slave（YYYYMMDD））。
干渉 SAR 解析結果の画像は，白抜きが変動値 4cmを超える場合，黒抜きが変動値-4cm未満の値，グレ
ー抜きが干渉度の低さから干渉させることができず，解析結果を得ることができない箇所を示す。 


 
